
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

・「暴力団排除特別強化地域」における暴排ローラーなど暴力団排除活動を推進し、潜在化する不当要求行為等を摘発して改正暴力団排除条例の県内初適用を図
る。

・「みかじめ料等縁切り隊」と連携し繁華街における官民合同パトロールを実施するとともに、マスコミを活用した広報啓発活動により県民の更なる暴力団排除
気運の醸成に努める。

・新型コロナウイルス感染症対策を講じながら、青少年に対する暴力団排除教室、暴排講話を実施する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・暴力団対策法及び暴力団排除条例の改正による規制強化等に伴い、暴力団の活
動実態がより一層不透明化しており、暴力団対策が困難な状況にある。

・平成２年に発生した、高校生１人、警察官２人の尊い命が犠牲となった第六次暴力
団抗争から30年が経過し、県民の間で暴力団抗争事件の記憶が風化し、暴力団排除気
運が低下していくことが懸念される。

・令和元年７月に旭琉會会長の死去後、未だ後継者は決定しておらず、跡目や役員人
事を巡って内部分裂や対立抗争事件の発生が懸念される。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、暴排講話等の実施回数が減少した。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・新型コロナウイルス感染症対策を講じながら、青少年に対する暴力団排除教室、協議会等における暴排講話を実施する。

・県民の暴力団排除気運を図るため、効果的な暴排講話やマスコミ等を利用した広報啓発活動を実施する。

・潜在化する暴力団の活動実態に対し、情報収集の強化による暴力団組織の実態解明と壊滅に向けた戦略的な取締りを推進する必要がある。

・暴力団対策法による効果的な規制と暴力団排除条例の運用等社会一体となった暴力団排除活動を推進する必要がある。

令和2年度の取組改善案 反映状況

・「暴力団排除特別強化地域」における暴排ローラ－を実施し、潜在化する不当
要求行為を掘り起こし、改正暴力団排除条例の県内初適用に向けた取組みを推進
する。

・「みかじめ料等縁切り隊」と連携し、繁華街における官民合同パトロールを実
施するとともに、マスコミを活用した広報啓発活動により県民の更なる暴力団排
除気運の醸成に努める。

・少年に対する暴力団の影響排除及び薬物乱用防止を目的とした広報啓発活動及
び暴力団排除教室を実施する。

・暴排ローラーについて、新型コロナウイルス感染防止対策のため実施できず
（特別強化地域の飲食店において感染者が確認されていたため）。

・令和２年度は、「宮古島社交飲食業組合みかじめ料等縁切り隊」（１団体・70
事業者）を発足し、広報啓発活動を実施した。

・新型コロナウイルス感染症対策のための休校や全体集会の中止により、3校の
みの実施となった。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）

　暴力団排除に向けた各種取組については、
不当要求防止責任者講習は、開催時期や講習
人数を慎重に選定しながら開催し、計画値を
達成できたが、新型コロナウイルス感染防止
対策（緊急事態宣言時を含む）のため、暴力
団排除気運を高めるための協議会等での講話
が低調であったこと、学校の休校や全体集会
の中止などの影響により、計画値を大幅に下
回り、進捗状況は「大幅遅れ」となった。

活動指標名 協議会等における暴排講話等 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

33回 30回 30回 33回 ２回 30回 6.6%

活動指標名 青少年に対する暴力団排除教室 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

18回
(約7,000人)

19回
(約8,500人)

14回
(約5,300人)

15回
(約4,800人)

３回
(約282人)

15回 20.0%

活動指標名 不当要求防止責任者講習 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　暴力団員による不当な行為による被害を防
止するための必要な法令・知識・対応要領を
修得させることを目的に、行政機関や各事業
所等を対象とした不当要求防止責任者講習は
計画通り実施できたが、新型コロナウイルス
感染症の影響により、協議会等における暴排
講話や青少年に対する暴力団排除教室の開催
は低調となった。

36回
(約1,120人)

32回
(約1,129人)

31回
(約1,160人)

22回
(約800回)

25回
(約665人)

25回
(約1,200人)

100.0%

23,746 大幅遅れ

H29年度 H30年度

○R3年度：　引き続き、企業や行政機関等に対して適宜
適切な情報提供を行い、公共事業や各種業界等からの暴
力団排除活動を推進する。

○R2年度：　同システムを活用し、暴対法に基づく旭琉
會第11回指定の情報集約を実施した。

県単等 直接実施 16,546 14,375 19,271 19,271 19,271 19,271 県単等

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

県単等 ○R3年度：　引き続き、上記活動のほか、暴力団組事務
所撤去、さらに暴力団犯罪被害者の保護対策や被害の救
済支援等の各種暴排活動を推進する。

予算事業名 暴力団情報ファイリングシステム整備事業

主な財源 ○R2年度：　不当要求防止責任者講習25回、青少年に対
する暴力団排除教室３回、暴排講話２回を開催したほ
か、暴力団排除組織（１団体）の結成促進を図った。

県単等 直接実施 3,623 4,956 4,399 4,038 4,475 3,391

２　取組の状況（Do）

予算事業名 暴力団対策費

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

担当部課 【連絡先】 警察本部刑事部組織犯罪対策課 【098-862-0110】

　暴力団を社会から追放・壊滅し、県民の安全と社会の平穏を確保するため、県
民の暴力団排除気運を高め、暴力団犯罪の取締りを徹底する。

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 暴力団総合対策事業

対応する
主な課題

①犯罪の起きにくい沖縄県の実現を図るため、警察安全相談体制、人材育成や施設整備など警察基盤を強化するとともに、犯罪被害者の負担軽
減・早期被害回復を図るため、犯罪被害者に対する支援活動等を推進する必要がある。
また、刑法犯認知件数は減少しているものの、子ども・女性に対する前兆事案の増加など、県民の体感治安としては未だ十分とはいえず、取組の
充実強化を図る必要がある。
さらに、サイバー空間の脅威が深刻化する中、サイバー空間の治安維持に係る取組を強化するとともに、県民のサイバーセキュリティ意識の向上
を図る必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-ア 安全・安心に暮らせる地域づくり
施 策 ①　地域安全対策の推進

施策の小項目名 ○社会情勢の変化へ対応する警察活動の推進

暴力団排除活動気運の更なる活性化


